
 

令和元年度 第２回鳥取市障がい者施策推進協議会 

 

● 日 時：令和２年２月１７日（月） 午後２時～午後３時３０分 

● 場 所：鳥取市役所６階第６－３会議室 

 

 

＜ 日 程 ＞ 

 

１ 開  会 

 

 

２ 障がい福祉課長あいさつ 

 

 

３ 会長あいさつ 

 

 

４ 協議・報告事項 

（１）令和２年度 鳥取市障がい者計画にかかわる主な事業について 

                               資料１ 

（２）「第５期鳥取市障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」の進捗 

  状況について                       資料２ 

 

５ 閉  会 

 

 

 

 

 

 

 

福祉部障がい福祉課 
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敬称略・順不同

№ 団体名 役　職 氏　　　名

1 鳥取市社会福祉協議会 常務理事 田中　節哉

2 鳥取市民生児童委員協議会 常任理事 西川　秋夫

3 鳥取市自治連合会 監事 西原　牧夫

4 市民活動団体
NPO法人  鳥取青少年ピアサポート
次長

西山　智子

5 鳥取市身体障害者福祉協会連合会 理事 安養寺　立志

6 鳥取市肢体不自由児者父母の会 副会長 藤原　美江子

7 鳥取市手をつなぐ育成会 会長 大谷　喜博

8 鳥取市精神障がい者家族会 監事 林　勲

9 鳥取市地域自立支援協議会 副会長 影井　千春

10 鳥取公共職業安定所 統括職業指導官 植田　彰夫

11 学識経験者
一般社団法人　とっとり東部権利擁護
支援センター　理事

徳本　久美子

12
東部地域代表
（国府・福部）

福部地区民生児童委員協議会会長
福部町地域振興会議委員

小谷　孝文

13
南部地域代表
（河原・用瀬・佐治）

用瀬ひかる会会長 田渕　眞司

14
西部地域代表
（気高・鹿野・青谷）

青谷町手をつなぐ育成会会長 豊田　康美

15 公募委員 公募委員 木下　仁人

16 公募委員 公募委員 入江　順子

17 公募委員 公募委員 植田　慎一

№ 所属 役　職 氏　　　名

1 鳥取市保健所障がい者支援課 課長 小野澤　裕子

2 鳥取市こども発達支援センター 所長 米田　洋子

3 健康支援課 課長 大塚　月子

4 地域福祉課 課長 梶　和浩

№ 所属 役　職 氏　　　名

1 鳥取市障がい福祉課 課長 山本　博久

2 鳥取市障がい福祉課 課長補佐兼障がい者福祉係長 霜村　俊二

3 鳥取市障がい福祉課
主査兼自立支援係長
兼身体障害者福祉司

守部　裕子

4 鳥取市障がい福祉課 知的障害者福祉司 竹内　浩行

鳥取市障がい者施策推進協議会委員名簿

任期 令和元年6月1日～令和３年5月31日

事　務　局

関係課名簿
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令和２年度 鳥取市障がい者計画にかかわる主な事業 

 

Ⅰ 生活支援 

１ 事業名：相談支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：109,475,000 円  

（２）平成 31 年度当初予算額  ： 93,725,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 91,300,000 円 

（４）事業の概要 

   基幹相談支援事業所を設置するとともに、市内６か所の指定相談支援事業所に

一般相談支援事業を委託する。 

  ○基幹相談支援事業所：鳥取市基幹相談支援センター（鳥取市社会福祉協議会内

２名） 

  ○一般相談委託事業所：障がい者支援センターそよかぜ（５人）、障害者支援セン

ターしらはま（４人）、相談支援センターサマーハウス（４人）、相談支援事業

所アプローズ（１人）、地域生活支援センターみんなの家（２人）、和貴の郷（１

人） 

  ●入院中の精神障がい者の地域移行を推進するため、「地域移行推進相談員」を設

置する。（地域生活支援センターみんなの家へ委託） 

  

２ 事業名：地域自立支援協議会設置事業 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,184,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ： 144,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 198,000 円 

（４）事業の概要 

   障がいのある人が地域で生活を営む上での地域課題を関係機関で情報共有し、

課題解決を図るため、地域自立支援協議会を運営する。 

  ○定例会・運営会議（２か月に１回） 

  ○６部会 

   居宅サポートネットワーク、就労支援部会、相談支援部会、地域移行・権利擁

護部会、乳幼児期支援部会、放課後等デイサービス部会 

  〇障がいのある方の災害時避難行動の手引きの作成 

 

３ 事業名：身体・知的・精神障害者相談員設置事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：691,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：631,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：663,000 円 

（４）事業の概要 

   身体障害者福祉法第12条の３に基づく身体障害者相談員制度及び知的障害者福

祉法第 15条の２に基づく知的障害者相談員制度及び独自の精神障害者相談員を運

営する。 

  ○任期 ２年  身体・知的：平成 31 年４月～令和３年３月 

資料１ 
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          精神    ：令和 元年７月～令和３年３月 

  ○身体障害者相談員 17 人、知的障害者相談員７人、精神障害者相談員２人 

 

４ 事業名：重症心身障がい児・者等受入事業所看護師配置助成事業費 障がい福祉

課 

（１）令和２年度当初予算要求額：8,273,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：6,746,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：8,568,000 円 

（４）事業の概要 

   医療的ケアの必要な児童を受け入れる放課後等デイザービス事業所等に対して

基準以上に配置する看護師等の人件費に係る経費を支援する。 

  ○看護師等の人件費 

   ・指定放課後等デイサービス事業所等 

     勤務時間 ６時間以上の場合   9,920 円／日 

          ４時間～６時間未満  4,960 円／日 

   ・指定生活介護事業所等       9,890 円／日 

   ・指定就労継続支援Ｂ型事業所   13,330 円／日 

 

５ 事業名：重症心身障がい児者等日中支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：31,836,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：29,992,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：29,093,000 円 

（４）事業の概要 

   重症心身障がい児者等の日中支援を行う生活介護事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所における生活支援員の配置に対して支援する。 

   ※対象となる重症心身障がい児者 

    ・障害程度区分が４以上 

    ・二肢以上に麻痺等があること。 

    ・障害程度区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいず

れも「できる」以外と認定されていること。 

    ・療育手帳「А」所持程度の知的障がいがあること。 

  ○生活介護事業所利用 一人当たり      2,900 円/日 

   放課後等デイサービス事業利用 一人当たり 1,900 円/日 

 

６ 事業名：重症心身障がい児者等短期入所利用支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,166,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：1,206,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：1,206,000 円 

（４）事業の概要 

   重症心身障がい児者等の日中支援を行う短期入所事業所における生活支援員の

配置に対して支援する。 

  ○短期入所事業所利用 一人当たり 6,700 円/日 
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７ 事業名：施設入所障がい児・者在宅生活支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：214,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：240,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：158,000 円 

（４）事業の概要 

   施設入所中の障がい児・者の一時帰宅又は入院中の精神障がい者等が地域移行

に向けての一時帰宅を行う場合等に必要となる在宅サービスを提供する。 

  ○対象者：次のいずれかに該当し、かつ、本サービスを利用しなければ帰宅する

ことが困難である障がい児・者 

   ①障害者支援施設等に入所している者であって、かつ、援護の実施者が本市で

ある施設入所者 

   ②障害児施設に入所している児童 

   ③地域移行に向けての一時帰宅を行う入院者（精神障がい者） 

  ○対象となるサービス：居宅介護及び行動援護 

  ○利用上限時間：一人当たり年間 20 時間を上限 

 

８ 事業名：要医療障がい児・者在宅生活支援事業費（家庭外看護師派遣支援事業） 

障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：26,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：26,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：26,000 円 

（４）事業の概要 

   経管栄養等の医療行為を常時または適時に必要とする障がい児・者が家庭外で

活動する際に看護師の派遣費用を一部助成する。 

  ○対象者：常時又は適時に保護者の付添い介護による経管栄養・たん吸引・導尿

等の医療行為が必要な要医療障がい児・者 

  ○対象事業：対象となる要医療障がい児・者が、公民館等のひとつの家庭外活動

の場所に４人以上が集まって活動する場合 

  ○対象経費：看護師等の派遣費用（30 分当たり 4,150 円を限度（利用者４人当た

り看護師等１人を基本） 

 

９ 事業名：グループホーム夜間世話人配置事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：9,252,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：9,344,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：8,531,000 円 

（４）事業の概要 

   知的・精神障がい者グループホームに安定的運営と利用者の安全を確保するた

めに配置する夜間世話人の人件費を助成する。 

  ○補助対象：次の事業を行う夜間世話人等の配置に係る経費を補助する。 

   ・パニック等の防止、緩和等、災害や犯罪等発生時の利用者の安全確保 

   ・日常生活動作支援（就寝支援、排せつ介助等） 

   ・医療的ケアが必要な重度障がい者専任の生活支援員の配置に係る経費 
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  ○補助基準：［配置体制及び障害程度区分に応じた単価］×［支援日数］×［鳥取

市援護者数］ 

 

１０ 事業名：障がい児・者地域生活体験事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：664,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：480,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：523,000 円 

（４）事業の概要 

   地域生活を体験できる住宅を利用し、１泊２日～３か月の期間で在宅生活を体

験するための経費を助成する。 

 

１１ 事業名：重度身体障がい者等在宅生活支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：185,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：185,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：185,000 円 

（４）事業の概要 

   排痰補助装置の貸与に要する経費を助成する。 

  ○対象者：次のいずれかに該当する常時又は随時排痰が必要な在宅の重度身体障

がい児・者 

   ・神経・筋疾患 

   ・脊隋損傷や脳原性麻痺に起因する頸直型四肢麻痺等による慢性呼吸不全 

  ○対象経費：リース料（月額上限額：23,100 円） 

 

１２ 事業名：入院時付添依頼助成事業 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：107,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：150,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：128,000 円 

（４）事業の概要 

   重症障がい児・者の入院時の付添の代替を依頼する費用を助成する。 

  ○対象者 

   ・重症心身障がい児・者 

   ・両上下肢・体幹・呼吸機能障がいがすべてある身体障害者１級（又は準ずる）

方で先天性神経筋疾患の障がいのある方又は頭部外傷、脊髄損傷等のある方 

  ○対象となるサービス：付き添いを依頼する費用（１時間当たり上限 1,600 円） 

  ○利用上限時間：年間 120 時間を上限 

 

１３ 事業名：エアーマットレス・レンタル助成事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：168,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：168,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 84,000 円 

（４）事業の概要 

   全身性運動機能障がいのある方に褥瘡予防のためにエアーマットレスをリース
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する際の経費の一部を助成する。 

  ○対象者：次のいずれにも該当する障がい児・者のうち体幹・両上下肢機能低下

により、体位変換が自力でできない方 

   ・重症心身障がい児・者 

   ・市内において在宅生活を送っている方 

   ・身体障がい者手帳を取得されている方 

   ・脳原性麻痺や神経・筋疾患などに起因する全身性運動機能障がいのある方 

  ○補助対象経費：エアーマットのリース経費（上限：10,000 円／月） 

 

１４ 事業名：介護給付費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：57,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：57,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：57,000 円 

（４）事業の概要 

   障害福祉サービス利用申請後、支給決定までの間にやむを得ない事情によりサ

ービスを利用した場合は、事業所に一端全額を支払う必要があるが、その後利用

者の申請に基づき利用者負担額を除いた額を給付する。（特例介護給付費） 

 

１５ 事業名：補装具給付費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：52,670,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：54,618,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：54,618,000 円 

（４）事業の概要 

   身体障がいを補うための補装具費（購入・修理）を給付する。利用者負担は原

則１割となり、残りの９割を支給する。 

  ○肢体不自由   義肢、（電動）車椅子、座位保持装置等 

  ○聴覚障がい   補聴器 

  ○視覚障がい   盲人安全杖、義眼、眼鏡 

  ○その他     重度障がい者用意思伝達装置等 

 

１６ 事業名：高額障害福祉サービス費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：2,800,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：3,880,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 280,000 円 

（４）事業の概要 

   障害者総合支援法に基づき、同じ者が法の異なるサービスを受けた場合や、同

一世帯に障害福祉サービスを利用する者が複数いる場合等に、世帯における月額

負担上限額を超過した部分の負担金を償還払いにより助成する。 

   〇新高額障害福祉サービス等給付費 

    障害者総合支援法に基づき、高齢障がい者の利用者負担の軽減を図るため、

６５歳に到達するまでに特定の障害福祉サービスを利用し、一定の要件を満た

した者について、介護保険移行後に利用した障害福祉相当介護保険サービスの
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利用者負担を償還払いで支給する。 

 

１７ 事業名：日常生活用具給付事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：50,430,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：49,274,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：49,273,000 円 

（４）事業の概要 

   障がいのある人がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活及び社会

生活を営むための物品の購入経費を助成する。 

 

１８ 事業名：小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：117,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：766,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：    －円 

（４）事業の概要 

   小児慢性特定疾病児に対し、日常生活上の便宜を図ることを目的として、特殊

寝台等の日常生活用具の購入経費を助成する。 

 

１９ 事業名：訪問入浴サービス事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：3,681,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：3,268,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：1,243,000 円 

（４）事業の概要 

   重度の身体障がいのある方の家に訪問入浴車を派遣し、入浴サービスを提供す

る。  

 

２０ 事業名：地域活動支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：11,913,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：11,808,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：11,880,000 円 

（４）事業の概要 

   精神障がい者の創作活動や社会との交流の場等として設置する地域活動支援セ

ンター（サマーハウス）の運営を支援する。 

 

２１ 事業名：日中一時支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：8,200,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：4,991,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：4,837,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい児・者の居宅介護事業所等における日中一時預かりサービスを提供する。 

  ○対象者：身体障がい児・者、知的障がい児・者、精神障がい児・者、発達障が

い児・者 
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  ○事業内容：日中一時預かり（宿泊を伴わない一時預かり）、送迎サービス、入浴

サービス 

 ○利用者負担：１割 

 

２２ 事業名：その他生活支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,297,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：1,155,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：1,247,000 円 

（４）事業の概要 

   障がいの程度の軽い方を対象とした日中活動の場、生きがいづくりの場等を提

供するデイサポートサービスを提供 

  ○実施場所：鳥取市障害者支援センター（さわやか会館） 

 

２３ 事業名：国民健康保険団体連合会負担金等 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：4,544,732,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：4,329,709,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：4,301,755,000 円 

（４）事業の概要 

   障害福祉サービスを提供している事業所へ、障害福祉サービス費として居宅介

護などの介護給付費、自立訓練などの訓練等給付費、相談支援事業の一環として

実施するサービス利用計画作成費、施設入所者等に対する特定障害者特別給付費

等を支給する。（鳥取県国民健康保険団体連合会経由） 

 

２４ 事業名：強度行動障がい者入居等支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：5,885,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：5,885,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：5,885,000 円 

（４）事業の概要 

   重度の強度行動障害のある人を施設で支援する際の人員配置に対し、必要とな

る人件費と報酬の差額分を助成する。 

  ○差額分の単価：245,197 円/月・人 

 

２５ 事業名：肢体不自由児育成事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：130,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：130,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：130,000 円 

（４）事業の概要 

   障がいのある児童へ記念品を贈呈する。 

 

２６ 事業名：難聴児補聴器購入助成事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：233,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：222,000 円 
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（３）平成 30 年度当初予算額  ：222,000 円 

（４）事業の概要 

   身体障害者手帳を所持しない難聴児に対する補聴器の購入等を助成する。 

  ○対象者：次に該当する中軽度の難聴児 

   ・身体障害者手帳の交付対象外（両耳聴力が 30dB 以上） 

   ・18 歳に到達した年の年度末まで 

   ・市町村民税所得割額の 多課税額が 46 万円未満 

  ○対象経費：補聴器の購入等費用（耐用年数期間の購入制限、修理・再購入の要

件等あり） 

 

２７ 事業名：障がい児を育てる地域の支援体制整備事業 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,000,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：1,000,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：1,000,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい児を療育する放課後等デイサービス事業所等に対して必要な医療器具の

購入に係る経費を助成 

  ○事業対象：エアーマット、吸引器、姿勢保持具、感覚統合遊具、コミュニケー

ションツール等、医療ケアやリハビリテーションの実施に必要な備品購入費 

  ○対象経費：１事業所当たり 1,000 千円以内 

 

２８ 事業名：特別児童扶養手当事務費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：635,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：635,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：627,000 円 

（４）事業の概要 

   日常生活において介護を必要とする在宅の障がい児の養育者へ特別児童扶養手

当を支給する。 

区分 月額 

20 歳未満の児童１人につき
１級 52,500 円

２級 34,970 円

                  （R2.4.1 予定） 

 

２９ 事業名：児童発達支援センター利用者負担金軽減事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：111,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ： 82,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 82,000 円 

（４）事業の概要 

   児童発達支援センター利用者負担金を軽減する。 

  ○対象者 

   ・児童発達支援センターのみ又は、保育所等及び児童発達支援センターに通う
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児童が合計２人以上いる保護者 

   ・第３子以降の子どもが児童発達支援センターに通う保護者 

  ○軽減内容：児童発達支援センター利用者負担金を軽減【1/4 又は免除】 

 

３０ 事業名：国民健康保険団体連合会負担金（障がい児対象分） 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：586,441,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：543,654,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：527,694,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい児給付費としてサービスを提供している事業所へ、障害児通所給付費等

として、障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児通所給付費等を

支給する。（鳥取県国民健康保険団体連合会経由） 

 

３１ 事業名：障害児通所給付費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：82,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：82,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：84,000 円 

（４）事業の概要 

   障害児通所支援のサービス利用申請後、支給決定までの間にやむを得ない事情

によりサービスを利用した場合は、事業所に一端全額を支払う必要があるが、そ

の後利用者の申請に基づき利用者負担額を除いた額を給付する。（特例障害児通所

支援給付費） 

 

３２ 事業名：高額障害児通所給付費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：177,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：177,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：198,000 円 

（４）事業の概要 

   児童福祉法に基づき、同じ者が法の異なるサービスを受けた場合や、同一世帯

に障害児通所支援、障害児入所支援のサービスを利用する者が複数いる場合等に

利用者負担上限額を超過した部分の負担金を償還払いにより助成する。 

 

３３ 事業名：児童発達支援食費軽減事業費《新規》 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：108,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：   －円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：   －円 

（４）事業の概要 

   令和元年１０月１日から「３歳から５歳までの保育園等を利用する子どもたち

の利用料無償化」の実施に伴い、無償化の対象外となっている食費部分につい

て、費用の一部を助成する。 

 

３４ 事業名：障害者福祉センター管理運営費 障がい福祉課 
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（１）令和２年度当初予算要求額：44,616,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：44,209,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：43,678,000 円 

（４）事業の概要 

   鳥取市障害者福祉センター（さわやか会館）の管理運営を行う。（指定管理：鳥

取市社会福祉協議会） 

 

 

Ⅱ 保健・医療 

１ 事業名：自立支援医療費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：247,034,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：258,334,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：206,801,000 円 

（４）事業の概要 

   更生医療、育成医療に係る医療費の一部を助成する。 

  ○更生医療 

   ・対象：18 歳以上で身体障害者手帳を所持するものであって、医療を施術する

ことにより、身体機能の改善、維持等の確実な治療効果が期待できる場合 

   ・対象疾患：心臓弁置換・ペースメーカー埋め込み、人工透析等 

  ○育成医療 

   ・対象：18 歳未満の児童で現在身体に障がいがあるか、又は現に治療を行わな

いと将来一定の障がいを残すと認められる疾患で、手術などの治療によりそ

の症状が軽くなると認められる場合 

   ・対象疾患：口蓋裂、脊椎側彎症等 

 

２ 事業名：療養介護医療費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：44,304,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：43,252,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：43,576,000 円 

（４）事業の概要 

   療養上の管理や医学的管理の下における介護等の医療部分を給付する。 

 

３ 事業名：肢体不自由児通所医療費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：69,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：34,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：56,000 円 

（４）事業の概要 

   医療と療育を必要とする障がい児対象の「医療型児童発達支援（鳥取療育園等）」

における肢体不自由児通所医療費を給付する。 

 

４ 事業名：障がい者歯科診療所運営補助金 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：783,000 円 
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（２）平成 31 年度当初予算額  ：800,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：773,000 円 

（４）事業の概要 

   一般歯科医院での診療が難しい心身障がい児（者）の歯科保健指導・歯科診療

を行う鳥取県口腔総合保健センターの運営を支援する。 

 

５ 事業名：障がい者社会参加支援事業費 中央保健センター 

（１）令和２年度当初予算要求額：527,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：714,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：616,000 円 

（４）事業の概要 

   在宅の精神障がい者がグループ活動をとおして交流を深めたり、日常の相談

に対応し不安を取り除きながら、生活習慣の確立や社会生活への適応を高める

ため、さわやかサロン等を開催する。 

 

６ 事業名：高次脳機能障がい支援普及事業費 鳥取市保健所障がい者支援課  

（１）令和２年度当初予算要求額：40,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：55,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：62,000 円 

（４）事業の概要 

   市町村担当課、障がい者相談支援事業所、医療関係者、高次脳機能障害者家族

会等高次脳機能障がいの方の支援に携わる職員を対象に事例検討、意見交換会を

実施する。 

 

７ 事業名：アルコール・薬物関連問題家族教室事業費 鳥取市保健所障がい者支援

課 

（１）令和２年度当初予算要求額：236,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：228,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：242,000 円 

（４）事業の概要 

   アルコール・薬物関連問題で悩んでいる家族等に対し、家族教室を開催する。 

 

８ 事業名：ひきこもり対策支援事業費 鳥取市保健所障がい者支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：6,590,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：  41,000 円（9 月補正：1,303,000 円） 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：     －円 

（４）事業の概要 

   ひきこもり家族教室等を開催し、社会的孤立を防ぐための他家族との交流や支

援者の資質向上と連携強化を図る。 

 

９ 事業名：精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業費 鳥取市

保健所障がい者支援課 
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（１）令和２年度当初予算要求額：3,441,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：3,605,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：    －円 

（４）事業の概要 

   東部圏域精神科病院等の医療関係機関及びサービス事業所との連携により、精

神障がい者を対象とした地域包括ケアシステムの構築を図る。 

 

１０ 事業名：精神科救急医療体制整備事業費 鳥取市保健所障がい者支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：63,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：80,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：25,000 円 

（４）事業の概要 

   緊急な医療を必要とする精神疾患患者等に対する迅速かつ適切な精神科救急医

療体制の整備を図る。 

 

１１ 事業名：精神衛生費 鳥取市保健所障がい者支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：444,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：438,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：382,000 円 

（４）事業の概要 

   精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく措置入院等を実施する。 

 

１２ 事業名：アルコール・薬物等依存症支援対策事業 鳥取市保健所障がい者支援

課 

（１）令和２年度当初予算要求額：307,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：271,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：285,000 円 

（４）事業の概要 

   アルコール・薬物関連問題を抱える本人、家族等が問題解決に取り組めるよう

専門相談を実施する。 

 

１３ 事業名：精神障がい者地域移行・地域定着支援事業 鳥取市保健所障がい者支

援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：128,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：133,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：251,000 円 

（４）事業の概要 

   地域と病院との交流事業を実施する。 

 

１４ 事業名：難病等医療費助成事業費 鳥取市保健所健康支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：7,119,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：7,309,000 円 
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（３）平成 30 年度当初予算額  ：7,632,000 円 

（４）事業の概要 

   指定難病に係る医療費の一部を公費負担する。 

  ○対象疾病：333 疾病（令和元年 7 月 1 日現在） 

  ○自己負担：原則２割（現行３割の方は２割、１割の方は１割）で、所得区分に

応じた月額負担上限額あり。 

 

１５ 事業名：難病患者療養支援事業費 鳥取市保健所健康支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：2,023,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：1,348,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：4 53,000 円 

（４）事業の概要 

   在宅難病患者の一時入院事業を実施するとともに、在宅人工呼吸器使用患者支

援事業を実施する。また、難病患者に対し、訪問相談、医療相談、訪問指導等を

行う。 

 

１６ 事業名：小児慢性特定疾病対策等事業費 鳥取市保健所健康支援課 

（１）令和２年度当初予算要求額：55,859,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：51,380,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：46,458,000 円 

（４）事業の概要 

   小児慢性特定疾病に係る医療費の一部を公費負担する。また、小児慢性特定疾

病児童等及びその家族に対する相談支援等を行う。 

  ○対象疾病：762 疾病（令和元年 7 月 1 日現在） 

  ○対象：小児慢性特定疾病を患っている 18 歳未満の児童（18 歳到達時点で事業対

象であり引き続き治療が必要な場合は 20 歳まで） 

  ○自己負担：原則２割で、所得区分に応じた月額負担上限額あり。 

 

 

Ⅲ 教育、文化芸術・スポーツ等の振興 

１ 事業名：特別支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：7,502,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：7,922,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：7,941,000 円 

（４）事業の概要 

  ○鳥取市障がい者福祉週間（5/23～29）事業 

   ・ふれあい広場 

  ○障害者基本法に基づく障がい者週間（12/3～9）事業 

   ・街頭啓発活動 

   ・障がい者週間啓発大会 

  ○手話情報番組制作事業 

  ○障がい者団体育成事業 
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  ○障がい者福祉バス借上支援事業 

 

 

Ⅳ 雇用・就業、経済的自立の支援 

１ 事業名：就労継続支援Ｂ型事業所通所助成事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：7,250,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：6,753,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：6,290,000 円 

（４）事業の概要 

   就労継続支援Ｂ型事業所に通所する障がいのある方に対し、通所に要する費用

の一部を助成する。 

  ○助成割合：通所に要する実費相当部分の 1/3 

 

２ 事業名：福祉の店運営費補助金 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：7,580,000 円 

（１）平成 31 年度当初予算額  ：6,015,000 円 

（２）平成 30 年度当初予算額  ：6,347,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい者製作品の常設販売を行う「福祉の店」の運営経費を助成する。 

  ○助成対象：福祉の店レインボウ、ユーカリ 

 

３ 事業名：心身障害者扶養共済事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,308,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：1,423,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：1,398,000 円 

（４）事業の概要 

   心身障害者扶養共済制度加入者に対して、掛金の一部を助成する。 

 

４ 事業名：特別障害者手当費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：92,702,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：86,973,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：91,907,000 円 

（４）事業の概要 

   在宅の重度障がい者等に対して特別障害者手当を支給する。 

区分 月額 

障害児福祉手当 14,880 円

特別障害者手当 27,350 円

福祉手当（経過措置） 14,880 円

                  （R2.4.1 予定） 
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Ⅴ 生活環境 

１ 事業名：障がい者住宅改良助成費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：433,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：433,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：433,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい者のために行う既存の居室、トイレ、浴室、玄関等の改良経費の一部を

助成する。 

 

２ 事業名：障害者住宅整備資金貸付事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：2,501,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：2,501,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：2,501,000 円 

（４）事業の概要 

   本市に居住する重度の障がい者（身障１級～４級所持者、療育手帳Ａ所持者）

又はその障がい者と同居する親族に対し障がい者の居住環境を整備する資金を融

資する。 

 

３ 事業名：重度障がい者（児）タクシー料金助成費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：13,589,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：13,544,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：13,641,000 円 

（４）事業の概要 

   所得税及び市民税非課税の重度障がい（身体障害者手帳１・２級、療育手帳А

判定又は精神障害者保健福祉手帳１級）のある方に対して、タクシー料金の一部

（初乗り運賃相当額（650 円を上限））を助成する。 

 

４ 事業名：障がい者福祉バス運行事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：218,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：195,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：161,000 円 

（４）事業の概要 

   社会福祉協議会が所有するリフト付バスを障がい者福祉バスとして運行する。 

 

５ 事業名：移動支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：8,901,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：7,269,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：7,302,000 円 

（４）事業の概要 

   屋外での移動が困難な障がいのある方に、外出のための支援を実施する。 

 

６ 事業名：社会参加促進事業費 障がい福祉課 
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（１）令和２年度当初予算要求額：2,355,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：2,364,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：2,271,000 円 

（４）事業の概要 

   身体障がいのある方が所有し運転する自動車等の改造又は車両購入経費を助成、

点字広報・声の広報の発行等を行う。 

 

７ 事業名：社会福祉施設等施設整備事業 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：533,700,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：281,942,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ： 81,806,000 円 

（４）事業の概要 

   社会福祉施設等の施設整備に要する費用の一部を補助する。 

 

 

Ⅵ 情報アクセス・コミュニケーション支援の推進 

１ 事業名：電話リレーサービス事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：151,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：164,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：145,000 円 

（４）事業の概要 

   聴覚障がい者個人のファックス・メールに定期的に市報・福祉情報等を「さん

さんだより」で提供する。 

 

２ 事業名：コミュニケーション支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：28,691,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：28,073,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：26,512,000 円 

（４）事業の概要 

   手話通訳者設置事業、意思疎通支援事業、生活支援事業、手話通訳奉仕員養成

研修事業及び点訳朗読奉仕員養成事業を実施する。 

 

３ 事業名：盲ろう者支援センター運営事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：6,564,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：6,564,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：6,564,000 円 

（４）事業の概要 

   盲ろう者向け通訳・介助員養成事業、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業を実

施する。 

 

４ 事業名：聴覚障がい者意思疎通支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：26,046,000 円 
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（２）平成 31 年度当初予算額  ：26,549,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：29,010,000 円 

（４）事業の概要 

   手話通訳者・要約筆記者養成研修事業、手話通訳者・要約筆記者派遣事業を実

施する。 

 

５ 事業名：失語症者向け意思疎通支援事業費《新規》 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：1,303,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：    －円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：    －円 

（４）事業の概要 

   失語症者向け意思疎通を行う者を養成、派遣事業を県と共同で実施する。 

 

 

Ⅶ 安全・安心 

１ 事業名：避難行動要支援者支援制度普及促進事業費 地域福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：349,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：393,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：303,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい者、ひとり暮らしの高齢者など災害時に避難の支援が必要な方を登録し、

地域での支え合い体制を構築する避難行動要支援者支援制度の普及・啓発を行う。 

 

２ 事業名：わが町支え愛活動支援事業補助金 地域福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：300,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：300,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：300,000 円 

（４）事業の概要 

   町内会、集落単位で取り組む災害時の要支援者の避難体制及び平常時の見守り

体制の構築を支援する。 

 

３ 事業名：聴覚障がい者用ファックス設置費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：32,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：32,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：31,000 円 

（４）事業の概要 

   聴覚障がい者用ファックスを消防局に設置し聴覚障がい者の情報収集と緊急時

の相互連絡体制を確保する。 

 

４ 事業名：緊急通報体制等整備事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額： 92,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：179,000 円 
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（３）平成 30 年度当初予算額  ：207,000 円 

（４）事業の概要 

   ひとり暮らしの重度障がい者に対し、緊急通報装置を設置する。 

 

 

Ⅷ 差別の解消及び権利擁護の推進 

１ 事業名：障害者虐待防止・差別解消対策支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：261,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：249,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：316,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい者虐待防止・差別解消推進協議会を運営する。 

 

２ 事業名：障がい者成年後見制度利用支援事業費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：12,767,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：11,763,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：12,550,000 円 

（４）事業の概要 

   成年後見制度の利用支援 

   ○市長申し立て：２親等以内の親族がいない場合などにおいて、市長が裁判所

に成年後見の申し立てを行う。 

   ○成年後見制度利用支援事業：後見人等が生活保護受給者である場合など、資

力がない場合に後見人報酬を助成する。 

   ○権利擁護センター運営支援事業：鳥取市社会福祉協議会が設置した「鳥取市

権利擁護センター「かけはし」」の運営を補助する。 

 

 

Ⅸ 行政サービス等における配慮 

１ 事業名：身体障がい者福祉行政事務費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：8,016,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：5,524,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：5,827,000 円 

（４）事業の概要 

   障がい福祉推進全般に係る事務経費（会計年度任用職員人件費含む。） 

 

２ 事業名：障害者施策推進費 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：232,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：252,000 円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：265,000 円 

（４）事業の概要 

   鳥取市障がい者施策推進協議会の運営を行う。 
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３ 事業名：障がい福祉計画策定費《新規》 障がい福祉課 

（１）令和２年度当初予算要求額：876,000 円 

（２）平成 31 年度当初予算額  ：   －円 

（３）平成 30 年度当初予算額  ：   －円 

（４）事業の概要 

   第 6 期鳥取市障がい福祉計画及び第 2 期障がい児福祉計画の策定を行う。 
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第５期鳥取市障がい福祉計画 

１ 平成32年度（2020年度）の目標数値 

目標 
実績 実績見込 目標値 

H30年度末 R1年度末 R1年度末 R2年度末 

①施設入所者の地域生活への移行    

地域移行者数 累計20人 累計28人 累計29人 累計34人 

施設入所者数の減 
372人 

（２人減） 

366人 

（６人減） 

369人 

（５人減） 

366人 

（８人減） 

②精神障がいにも対応した地域包括ケ

アシステムの構築 
   

保健・医療・福祉等

の関係者による協

議の場の設置 

－ － － 設置 

③地域生活支援拠点

等の整備 
－ － － 整備 

④福祉施設から一般就労への移行    

一般就労への移行

者数 

23人 

（H29年度末） 

27人 

（H30年度末） 
33人 年間38人 

就労移行支援事業

利用者 
13人 15人 73人 78人 

就労移行率３割以

上の就労移行支援

事業所の割合 

０割 

（H29年度末） 

２割 

（H30年度末） 
－ ５割以上 

就労定着支援１年

後の就労定着率 
－ － 

80％以上 

24人以上 

80％以上 

27人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料２ 
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２ 障がい福祉サービスの見込量と実績見込 

（１）訪問系サービスの見込量と令和元年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込 

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

居宅介護 
利用者数/月 318人 320人 320人 325人 

利用時間/月 5,177時間 5,216時間 5,105時間 5,185時間 

重度訪問介護 
利用者数/月 6人 7人 10人 10人 

利用時間/月 604時間 570時間 1,078時間 1,078時間 

同行援護 
利用者数/月 27人 26人 26人 27人 

利用時間/月 285時間 281時間 255時間 265時間 

行動援護 
利用者数/月 1人 1人 2人 3人 

利用時間/月 10時間 10時間 20時間 30時間 

重度障がい者

等包括支援 

利用者数/月 0人 0人 0人 0人 

利用時間/月 0時間 0時間 0時間 0時間 

合計 
利用者数/月 352人 354人 358人 365人 

利用時間/月 6,076時間 6,077時間 6,458時間 6,558時間 

 

（２）日中活動系サービス（介護給付）の見込量とR1年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込 

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

生活介護 
利用者数/月 631人 659人 677人 697人 

利用人日/月 11,173人日 11,668人目 12,031人日 12,387人日

療養介護 利用者数/月 54人 54人 60人 60人 

短期入所 

（福祉型） 

利用者数/月 43人 42人 50人 53人 

利用人日/月 256人日 259人日 310人日 328人日 

短期入所 

（医療型） 

利用者数/月 14人 15人 17人 19人 

利用人日/月 99人日 107人日 122人日 136人日 
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（３）日中活動系サービス（訓練給付）の見込量とR1年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込 

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

自立訓練 

（機能訓練）

利用者数/月 5人 1人 12人 14人 

利用人日/月 30人日 14人日 99人日 116人日 

自立訓練 

（生活訓練）

利用者数/月 24人 22人 23人 24人 

利用人日/月 346人日 271人日 175人日 182人日 

就労移行支援
利用者数/月 15人 14人 73人 78人 

利用人日/月 232人日 194人日 1,155人日  1,234人日 

就労継続支援

（А型） 

利用者数/月 112人 118人 128人 134人 

利用人日/月 2,268人日 2,343人日 2,610人日 2,733人日 

就労継続支援

（Ｂ型） 

利用者数/月 1,034人 1,056人 1,108人 1,168人 

利用人日/月 17,378人日 17,873人日 18,821人日 19,840人日

就労定着支援 利用者数/月 0人 0人 ２人 ４人 

 

（４）居住系サービス（介護給付・訓練等給付）の見込量とR1年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込 

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

共同生活援助

（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）
利用者数/月 219人 228人 225人 235人 

施設入所支援 利用者数/月 371人 367人 369人 366人 

自立生活援助 利用者数/月 0人 2人 ２人 ４人 

 

（５）相談支援の見込量とR1年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績見込 

R1年度 

実績見込 

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

計画相談支援 利用者数/月 368人 419人 385人 400人 

地域移行支援 利用者数/月 2人 3人 ３人 ３人 

地域定着支援 利用者数/月 1人 1人 ２人 ２人 
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３ 地域生活支援事業の見込量とR1年度実績見込 

●必須事業 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込

R1年度末

見込 

R2年度末

見込 

相談支援事業     

障がい者相談支援事業

※ 

事業所数/ 

相談員数 

６か所/ 

16人 

６か所/ 

1７人 

６か所/

16人 

６か所/

16人 

基幹型指定相談支援事

業所 
－ 設置 設置 設置 設置 

地域自立支援協議会 － 設置 設置 設置 設置 

成年後見制度利用支援

事業 
件数/年 ５件 ５件 ５件 ５件 

成年後見制度利用支援

事業助成 
件数/年 25件 32件 32件 36件 

コミュニケーション支援事業     

手話通訳者派遣事業 

件数/年 2,858件 3,000件 3,000件 3,100件

実依頼件数

/年 
95件 96件 129件 132件 

要約筆記者派遣事業 

件数/年 53件 55件 45件 50件 

実依頼件数

/年 
６件 ５件 ５件 ５件 

手話通訳者設置事業 件数/年 4,362件 4,800件 4,800件 4,900件

（設置手話通訳者数） 人 ５人 ５人 ５人 ５人 

手話奉仕員養成事業 
研修受講者

数/人 
41人 20人 40人 40人 

登録手話通訳士・通訳

者 
人 24人 25人 27人 28人 

日常生活用具給付等事業 件数/年 4,455件 5,763件 5,796件 6,260件

移動支援事業（個別支援

型） 

利用者数/

人 
95人 90人 120人 133人 

地域活動支援センター 

機能強化事業 

事業所数 １か所 １か所 １か所 １か所 

利用者数/

年 
366人 330人 380人 385人 

手話通訳者養成研修事業 
研修受講者

数/人 
27人 39人 40人 40人 

要約筆記者養成研修事業 
研修受講者

数/人 
7人 6人 50人 55人 

盲ろう者通訳・介助員養

成研修（基礎） 

研修受講者

数/人 
7人 0人 20人 20人 
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盲ろう者通訳・介助員派

遣件数 
件数/年 177件 133件 215件 220件 

 ※障がい者相談支援事業は、鳥取市と委託契約を締結している事業所数 

 ※手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者通訳・介助員養成事業については、鳥取県との

共同実施のため、鳥取県と同様の見込量としています。 

 

●任意事業 
H30年度

末実績 

R1年度末

実績見込 

R1年度末

見込 

R2年度末

見込 

訪問入浴サービス事業 利用者数/年 ９人 ６人 ４人 ４人 

生活支援事業（さわや

かサロン） 
利用者数/年 54人 53人 58人 58人 

日中一時支援事業 

利用者数/年 67人 69人 57人 59人 

人日/年 2,144人日 3,327人日
1,525人

日 

1,578人

日 

点字・声の広報等発行

事業 
月１回発行 月１回発行 月１回発行 月１回発行 月１回発行

●地域生活促進事業     

デイサポート事業 27人 27人 23人 27人 27人 

アルコール・薬物関

連問題家族教室開

催事業 

12回 12回 12回 12回 12回 
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第１期鳥取市障がい児福祉計画 

１ 平成32年度（2020年度）の目標数値 

目標 
実績 実績 実績見込 目標値 

H28年度末 H30年度末 R1年度末 R1年度末 R2年度末 

障がい児支援の提供

体制の整備等 
     

児童発達支援セン

ターの設置 
１か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

保育所等訪問支援

体制の構築 
１事業所 ２事業所 ４事業所 ２事業所 ２事業所 

主に重症心身障が

い児を支援する児

童発達支援事業

所、放課後等デイ

サービスの確保※ 

各１事業所 各１事業所 各１事業所 各１事業所 各２事業所

医療的ケア児支援

の協議の場の設置 
－ 設置 設置 設置 設置 

 ※指定基準に定める事業所を計上しています。 

指定基準事業所以外では、H28年度末現在において３事業所が運営されており、重症心

身障がい児等の支援を行っています。 
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２ 児童福祉法に基づくサービスの見込量と実績見込み 

（１）障がい児通所支援サービスの見込量とR1年度実績見込 

区分 
H30年度 

実績 

R1年度 

実績見込

R1年度 

見込 

R2年度 

見込 

児童発達支援 

利用者数/

月 
75人 66人 74人 78人 

利用人日/

月 
776人日 674人日 859人日 906人日 

居宅訪問型児童発

達支援 

利用者数/

月 
0人 0人 １人 ２人 

利用人日/

月 
0人日 0人日 ５人日 10人日 

医療型児童発達支

援 

利用者数/

月 
14人 12人 20人 22人 

利用人日/

月 
69人日 54人日 102人日 112人日 

放課後等デイサー

ビス 

利用者数/

月 
243人 279人 290人 319人 

利用人日/

月 
3,422人日 3,831人日 4,169人日 4,586人日

保育所等訪問支援 

利用者数/

月 
28人 34人 13人 22人 

利用人日/

月 
30人日 39人日 18人日 30人日 

障がい児相談支援 
利用者数/

月 
80人 96人 95人 100人 

医療的ケア児支援

調整コーディネー

ターの配置 

人 15人  21人 １人 １人 
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（２）障がい児に対する「子ども・子育て支援等」の提供体制の見込量と R1 年度

実績見込 

区分 

利用ニーズを

踏まえた必要

な見込み量 

H30年度

 実績 

実績見込 定量的な目標（見込）

R1年度 R1年度 R2年度 

第１号認定 25人 27人 24人 24人 25人 

第２号認定 138人 120人 98人 136人 138人 

第３号認定 ６人 ４人 12人 ５人 ６人 

放課後児童健全

育成事業 
112人 98人 113人 106人 112人 

 

※区分の説明 

サービス名 内容 

第１号認定 

幼稚園、認定こども園において、満３歳以上から小

学校就学前までの教育のみを受ける児童が利用しま

す。 

第２号認定 

保育所、認定こども園において、保護者の就労等に

より、満３歳以上から小学校就学前までの保育が必

要な児童が利用します。 

第３号認定 

保育所、認定こども園等において、保護者の就労等

により、満３歳未満の保育が必要な児童が利用しま

す。 

放課後児童健全育成事業 
放課後児童クラブにおいて、保護者の就労等によ

り、放課後の保育が必要な児童が利用します。 
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